「介護老人保健施設 加瀬ウェルネスタウン」
通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション重要事項説明書

医療法人社団 喜英会（以下、「事業者」といいます。）加瀬ウェルネスタウン通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（以下、「事業所」といいます。）は、利用者に対して通所リハビリテーションサービス・介護予防サービスを提供致します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、利用上ご注意頂きたいことを次の通りご説明致します。

	当事業所は介護保険法に基づく許可を受けています。
（宮城県指定0452680036号）



	※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」と認定された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。



１．事業者
（１）法人名　　　　医療法人社団　喜英会
（２）法人所在地　　宮城県宮城郡利府町加瀬字北窪16番１
（３）電話番号　　　022-349-1717
（４）代表者名　　　理事長　伊藤 美代子

２．利用事業所
（１）事業所名称　介護老人保健施設　加瀬ウェルネスタウン　通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション
（２）事業所在地　　宮城県宮城郡利府町加瀬字北窪16番１
（３）電話番号　　　022-349-1717
（４）管理者　　　　高橋　英幸
（５）事業の目的
要支援、要介護状態等となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、理学療法、作業療法その他の必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図ることを目指します。





（６）運営の方針
通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行います。
通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション事業者は、自らその提供する通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの質の評価を行い、常にその改善を図っていくものとします。
（７）開設年月日　　平成15年4月20日
（８）通所定員　　　90人

３．併設事業
①介護老人保健施設　　（100人）
②短期入所療養介護　　（50人空床利用）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．事業の実施地域及び営業時間
（１）通常の事業の実施地域
　　通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの事業の通常の実施地域は、利府町、多賀城市全域、塩釜市(離島を除く)、仙台市宮城野区
　　　尚、通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの通常の送迎実施地域を越えて送迎を希望する方は、送迎費の実費が必要となります。(片道10キロメートルまで500円)
（２）営業日及び営業時間
	営業日
	月・火・水・木・金・土

	営業時間
	8：30～17：30


　　　　休業日：日曜日　年末・年始

５．事業所の職員体制
当事業所では、利用者に対して通所リハビリテーションサービス・介護予防通所リハビリテーションを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。
＜主な職員の配置状況＞
	職　種
	常　勤
	業　務　内　容

	介護職員
	17
	利用者の病状・心身の状況等に応じて介護を行う。

	看護職員
	4
	利用者の病状・心身の状況等に応じて看護を行う。

	支援相談員
	3
	利用者またはその家族等の相談に適切に応じ、必要な助言その他援助を行う。

	作業療法士
	1
	利用者の機能訓練を行う。

	理学療法士
	4
	利用者の機能訓練を行う。

	言語聴覚士
	0
	利用者の機能訓練を行う。




＜勤務体制＞
	職　種
	勤　務　体　制

	介護職員
	月・火・水・木・金・土　8：30～17：30　　　　　　　 17名

	看護職員
	月・火・水・木・金・土　8：30～17：30　　　　　　 　 4名

	支援相談員
	月・火・水・木・金・土  8：30～17：30　　　　　 　　 3名

	作業療法士
	月・火・水・木・金・土　8：30～17：30　　　　　　   1名

	理学療法士
	月・火・水・木・金・土　8：30～17：30　　　　　　　 4名

	言語聴覚士
	月・火・水・木・金・土　8：30～17：30　　　　　　　 0名



６．当事業所が提供するサービスと利用料金
（１）当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供致します。
① 通所リハビリテーション計画・介護予防通所リハビリテーション計画の立案
② 食事(食事時間) 　昼食－12：00～12：45
当事業所では、栄養士(管理栄養士)の立てる献立により、栄養のバランス、身体状況、嗜好を考慮したお食事を提供しています。
③入浴（入浴時間）　10：00～15：00
寝たきり(車椅子に乗れる方)でも機械浴槽を使用して入浴することができます。
1 介護
（介護予防）通所リハビリテーション計画に基づき実施します。
2 機能訓練
理学・作業療法士・言語聴覚士により、利用者の心身等の状況に応じて評価を実施し、日常生活を送るのに必要な機能の維持・回復又はその減退を防止するための日常生活動作を主にしたリハビリテーションを実施します。
3 医学的管理・看護
医師や看護職員が、健康管理を行います。
4 その他自立への支援
（２）-1基本料金（介護保険の介護予防給付対象となるサービス）
・次表の金額(基本料金1)は、介護保険法で定める介護予防通所リハビリテーションの基本となる報酬単価です。
・下の欄(基本料金2)に記載してある金額は、１ヵ月のご利用当たりの自己負担額(１割分)です。
・(基本料金2)に記載された金額に、介護保険法で定める利用者のご利用状況に該当する各種加算が付加されます。(｢(3)-1加算)｣をご覧ください)

	区　分
	(基本料金1)
	(基本料金2)
	加算

	
	
	自己負担額(１割負担)
	

	要支援1
	18,120円
	1,812円
	＋該当する加算分(3)－１加算

	要支援2
	37,150円
	3,715円
	



（２）-2基本料金（介護保険の給付対象となるサービス）
・次表の金額（基本料金１）は、介護保険法で定める通所リハビリテーションの基本となる報酬単価です。
・下の欄（基本料金２）に記載してある金額は、１回のご利用当りの自己負担額（１割分）であり、月単位の基本料金合計を実際に算出する方法とは計算順序が異なります。
・（基本料金２）に記載された金額に、介護保険法で定める利用者のご利用状況に該当する各種加算が付加されます。（「(３)-2加算）」をご覧下さい）

	要介護等の
区分
	サービス提供時間
及び提供する区分
	(基本料金１)
	(基本料金２)
	加算

	
	
	
	自己負担額(１割分)
	

	要介護1
	6～8時間
	6,970円
	697円
	＋該当する
加算分
⑶－2
加算

	要介護2
	6～8時間
	8,390円
	839円
	

	要介護3
	6～8時間
	9,820円
	982円
	

	要介護4
	6～8時間
	11,240円
	1,124円
	

	要介護5
	6～8時間
	12,660円
	1,266円
	


・基本料金は、実際にサービスの提供に要した時間ではなく、居宅サービス計画に定められた通所リハビリテーションの提供に要する目安の時間を基準とします。

※2割負担の方は上記［1割負担額］の部分が倍になります。





（３）-1加算
　介護保険法で定められている介護予防通所リハビリテーションに係る加算は以下の通り
　です。
	加算の種類
	加算の該当条件
	基準額
	自己負担分(1割)

	運動器機能向上加算
	運動器の機能向上リハビリ利用
	2,250円(１ヵ月)
	225円(１ヵ月)

	栄養改善加算
	低栄養状態改善栄養管理利用
	1,500円(１回)
	 150円(１回)

	口腔機能向上加算
	口腔清掃、摂食・嚥下機能の指導又は訓練実施時
	1,500円(１回)
	 150円(１回)

	サービス機能強化体制加算
	要支援1
	720円(１ヵ月)
	72円(１ヵ月)

	
	要支援2
	1440円(１ヵ月)
	144円(１ヵ月)

	事業所評価加算
	要支援1、2
	1,200円(１ヵ月)
	120円(１ヵ月)

	介護職員処遇改善加算
	所定単位数×３４／１０００



（３）-2加算
介護保険法で定められている通所リハビリテーションに係る加算は以下の通りです。
	加算の種類
	加算の該当条件
	基準額
	自己負担分(1割)

	リハビリマネジメント加算（Ⅰ）
	通所リハビリ利用
	2,300円(1ヵ月)
	230円(1ヵ月)

	リハビリマネジメント加算（Ⅱ）
	通所リハビリ利用
	10,200円(1ヵ月)
	1,020円(1ヵ月)

	入浴介助加算
	入浴サービスのご利用
	  500円(1日)
	　50円（1日）

	短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ加算
	退院・退所後３月以内の場合
	1,100円（１日）
	　　110円（１日）

	口腔機能向上加算
	口腔清掃又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導・実施を行った場合
	1,500円(1回)
	    150円（1回）

	サービス提供強化体制加算
	介護職員の総数のうち介護福祉士50％以上の場合
	　180円（１日）
	　 　18円（１日）

	
重度療養管理加算

	要介護度3から５であって、手厚い医療が必要な状態である利用者を受け入れた場合
	1,000円（１日）
	100円（１日）

	介護職員処遇改善加算
	所定単位数×３４／１０００



以下の各種加算には、利用者がそれぞれに該当するサービスをご利用された場合に適用
（加算）されます。

※2割負担の方は上記［1割負担額］の部分が倍になります



（４）利用者負担金
　介護保険が適用になる利用者(要支援者は要介護認定を受けている方)は、前記(２)の（基本料金２）＋加算(３)の合計額をお支払い頂きます。ただし、介護保険の給付の範囲を超えた部分に関しましては、全額自己負担（前記(２)の(基本料金１)）となります。
（５）その他、利用者の実費負担対象になるもの（介護保険の給付対象とならないサービス）
　　　以下のサービスは、利用者のご希望による選択（任意）により実施し、ご利用金額の全額が利用者のご負担になります。
	種　類
	基準額
	備　　　考

	食　費
	650円
	1食あたり

	趣味活動材料費
	実費
	趣味活動時の材料費（参加者のみ）



（６）その他
①償還払い
　　利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の金額を一旦お支払い頂きます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます。償還払いとなる場合、保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。
　②介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を変更します。
　③経済状況の著しい変化、その他やむを得ない理由がある場合、相当な額に変更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う2ヶ月前までにご説明します。

７．利用料金のお支払方法
　　利用料金は、1ヶ月ごとに計算し、ご請求いたしますので、請求書到着日より7日間以内に以下(①・②)のいずれかの方法でお支払い下さい。（1ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。）
1 窓口での現金支払い（事務室）
2 振込み：　七十七銀行　利府支店
　普通預金　口座番号9076701
　　　　　　医療法人社団 喜英会　理事長 伊藤 美代子 
　　　　　　（振込み手数料はご負担願います。）





８．事故発生時の対応について
（１）緊急連絡先
　　サービス提供中に事故や利用者の容態の急変等、緊急の場合には、「同意書」に記入
いただいた連絡先に速やかにご連絡致します。
　　また、必要に応じて主治医、居宅支援事業者、行政機関等へも連絡・報告を致します。
（２）損害賠償について
　　当事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、速やかに対処します。守秘義務に違反した場合も同様とします。但し、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。
（３）事故防止、再発防止対策
　　事業所経営法人内に「リスク管理委員会」を設置し、又、「事故報告書」を整備し、事故防止、再発防止に日々努めております。

９．苦情(相談)の対応について
　当事業所では、利用者、家族よりの苦情(相談)に適切に対応する体制を整備し、苦情(相談)受付担当者、苦情(相談)解決責任者、苦情(相談)対応委員会及び第三者委員を置き利用者、家族からの苦情(相談)に対応致します。
（１）苦情(相談)受付担当者     支援相談員　佐藤　梓
支援相談員　水間　由紀子
支援相談員　東谷　郁美
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先：022-349-1717
（２）苦情(相談)解決責任者　　理事長　伊藤　美代子
（３）苦情(相談)対応委員会　　
　　　全職種より代表の職員（10名）と第三者委員（4名）にて構成
（４）第三者委員
	氏名
	当施設との関係
	連絡先

	水間　元治
	利府町行政区長・加瀬町内会長
	022-356-4046

	宮城　隆雄
	利府町民生委員児童委員協議会会長
	022-356-2639

	熊谷　 聖
	加瀬地区老人会会長
	022-356-4354

	水間　美枝
	利府町民生委員児童委員
	022-356-3327









（５）苦情解決の方法
・ 受付事務が窓口となり、直接、電話、書面等により随時受付を致します。又、第三者委員へ直接申し出ることもできます。
· 施設内数箇所に要望箱を設置しておりますので、要望箱への投函も受付けます。
· 苦情(相談)受付担当者が苦情(相談)を受付け後、苦情(相談)解決責任者及び第三者委員へ報告し、内容を確認した後、申し出人に対して受付けた旨を通知致します。
· 苦情(相談)解決責任者が苦情(相談)対応委員会を招集致します。メンバーは、介護支援専門員、支援相談員、介護職員、看護職員、事務員等の全職種から代表された職員10名によって構成され、苦情(相談)に対して誠意を持って話し合い、適切に解決ができるように努めます。又、苦情(相談)申し出人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。

（６）その他の相談・苦情受付窓口としては、下記の窓口があります。
	①市町村の相談・苦情受付窓口
　　利府町役場保健福祉課
　　℡（代表）022-356-1334

	②国民健康保険団体連合会の苦情受付窓口
　　宮城県国民健康保険団体連合会
　　℡（代表）022-222-7700


　　






※利府町以外にお住まいの方は、各市町村の担当課へご相談下さい。
１０．通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション利用にあたっての留意事項　　
　当事業所のご利用にあたって、通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションご利用者の共同利用の場としての快適性、安全性を確保するため、以下の事項をお守り下さい。
（１）喫煙
　　喫煙は、決められた場所でお願いします。
（２）設備・備品の利用
　　本来の用法に従いご利用下さい。これに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償して頂くことがあります。故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、汚したりした場合には、利用者のご負担により原状に復して頂くか、または相当の代価をお支払い頂く場合があります。
（３）金銭・貴重品の持ち込み
　　金銭については、お預かりは致しません。本人や家族の管理とさせて頂きます。
（４）当事業所では、多くの方に安心してご利用頂くために、営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動を行うことはできません。
（５）その他
　　当事業所についての詳細は、パンフレットをご用意しておりますので、ご覧下さい。




１１．災害対策
（１）非常災害設備
　　　警報設備／消火器／非常口／担架／スプリンクラー／煙探知機／防火扉
（２）災害予防
　　　防火管理者1名／火気責任者1名
（３）訓練
　　　消防計画に基づき年2回消防訓練を実施します。内1回は消防署の指導の下、実施します。

１２．守秘義務等
　　　事業者およびサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得たご利用者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。(守秘義務)また退職後も同様とします。
　　　但し、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご利用者の心身等の情報を提供します。

１３．サービス提供における事業者の義務
　当事業所では、利用者に対してサービスを提供するにあたり、以下のことを守ります。
（１）利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。
（２）利用者の体調、健康状態から見て必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、利用者から聴取、確認します。
（３）利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、利用者本人又は他の利用者の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録を記載するなど、適切な手続きにより身体を拘束する場合があります。
（４）当事業所でのサービスは、通所サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、利用者に関わるあらゆる職種の職員の協議によって作成されますが、その際、本人・扶養者(本人の家族・後見人等)の希望を十分に取り入れ、又計画の内容については同意を頂いた上でサービスを提供致します。
これらのサービス提供に関した記録は5年間保管します。この記録は利用者又は代理人の希望により閲覧・謄写できます。
　







[bookmark: _GoBack]１４．サービス利用をやめる場合
　利用期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます。
（１）利用者が死亡した場合
（２）事業者が破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合
（３）事業所の減失や重大な毀捐により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合
（４）当事業者が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
（５）利用者から解約又は解除の申し出があった場合
尚、以下の事項に該当する場合には、即時に解約・解除することができます。
1 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合。
2 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく通所リハビリテーションサービス・介護予防通所リハビリテーションサービスを実施しない場合。
3 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合。
4 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合。
5 他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。
（６）事業者から解除を申し出た場合
　以下の事項に該当する場合には、利用を解除させて頂くことがあります。
1 利用者が、利用時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果利用を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。
2 利用者による、サービス利用料金の支払いが2ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合。
3 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、利用を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。
　 ④ 　著しい身体機能の低下等により、体力的にサービスの利用に耐えられないと判断される場合。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成29年2月10日改)
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